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休休眠抵当権の抹消に関する諸問題 

Issues related to cancellation of dormant mortages 

及川健一郎・金島悠太 

（神奈川県弁護士会不動産法研究会） 

 

第１ はじめに 

  実務上、相続した不動産を第三者に売

却しようとした際に、古い担保権（いわ

ゆる「休眠担保権」）が設定されたまま

の状態になっていることが判明する場

合がある。 

  不動産売買契約書には、売主におい

て、決済日までに売買対象物件に設定さ

れた担保権等の負担を全て抹消しなけ

ればならない旨の条項が定められてい

るのが通常である。 

  また、買主が金融機関から融資を受け

る場合には、売買契約の決済・所有権移

転登記と同時に抵当権設定登記を行う

ため、金融機関からも融資の条件とし

て、決済時までに先順位の抵当権等の抹

消を求められることになる。 

  したがって、売買の対象となる不動産

に休眠担保権が残っている場合には、こ

れを抹消する必要が生じる。 

  もっとも、このような休眠担保権につ

いては、そもそも被担保債権が成立して

から長期間が経過しているため担保権と

しての効力は時効消滅しているのが通常

である。 

  そのため、休眠抵当権については、

「どのようにして登記を抹消するのか」

という手続面が問題となる。 

  なお、今回は、休眠担保権のうち、実

務上問題になりやすい休眠抵当権につ

いて主に扱うこととする。 

 

第２ 休眠抵当権抹消のための手続 

【問１】休眠抵当権を抹消するためにはどの

ような方法があるか？ 

【答】 

１ 登記権利者（抵当権が設定された不動

産の所有者）が休眠抵当権を抹消する方

法としては、以下のものがある。 

① 抵当権者との共同申請により抹消

登記を行う方法(不動産登記法 60条） 

② 訴訟を提起して判決を取得した上

で、抹消登記の単独申請を行う方法

（不動産登記法 63条） 

③ 除権決定を得た上で、抹消登記の単

独申請を行う方法（改正不動産登記法

70 条 1 項・3 項［改正前 2項］） 

④ 弁済証書等を用いて、抹消登記の単

独申請を行う方法（改正不動産登記法

70 条 4 項［改正前 3項］前段）

⑤ 供託により、抹消登記の単独申請を

行う方法（不動産登記法 70条 4 項［改

正前 3 項］後段） 

⑥ 解散した法人の清算人の所在が判

明しないために抹消の申請ができな

い場合において、法人の解散後 30 年

が経過し、かつ、被担保債権の弁済期

から 30 年を経過したときに、被担保

債権の供託をせずに、抹消登記の単独

申請を行う方法（改正不動産登記法

70 条の 2）。 

２ 上記手続のうち、①と②が原則的な抹
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消登記の方法であり、③～⑤は、登記義

務者（抵当権者）の「所在が知れない」

（所在不明）の場合に特例的に認められ

た方法である。 

 

【問２】抵当権者が自然人の場合における「所

在が知れない」とは？ 

【答】 

１ 抵当権者が自然人の場合の「所在が知

れない」とは、登記簿記載の住所に抵当

権者が存在せず、現在どこに居住してい

るかも不明な場合をいう。

  また、抵当権の登記名義人の相続人が

誰であるかは判明しているが、当該相続

人の行方が不明の場合でもよい。 

２ 登記実務上、所在不明であることを証

する文書としては、以下のうちいずれか

１つを提出すればよいこととされてい

る。 

① 市区町村長の証明書 

② 警察官の証明書 

③ 民生委員の証明書 

④ 受領催告書の不到達証明書 

３ 実務的には、④受領催告書の不到達証

明書を利用する場合が多い。 

４ ④受領催告書とは、抵当権者に対し

て、被担保債権・利息・損害金の合計額

を支払うので受領するよう催促する旨

の書面であり、これを配達証明付きの内

容証明郵便で送付し、相手方が所在不明

のために差出人に返送される必要があ

る。 

５ なお、戸籍の附票に「住所不明」と記

載されている場合があるが、このような

記載があったとしても、「所在が知れな

い」の証明資料としては足りないとされ

ている。 

 

【問３】抵当権者が法人の場合における「所

在が知れない」とは？ 

【答】 

１ 法人の場合の「所在が知れない」とは、

その法人が法人登記簿又は法人閉鎖登

記簿に記載されていない場合をいう。 

２ そのため、抵当権者である法人がすで

に解散していたり、清算結了していたと

しても、登記簿に記載がある以上、「所

在が知れない」とはいえない。 

３ したがって、実務的には、法人が抵当

権者である場合に「所在が知れない」と

いえる場合はあまり想定できず、所在不

明であるとして、供託による抹消登記手

続や除権決定等の特例を利用できるケ

ースは少ない。 

４ ただし、後に説明するとおり、令和 5

年 4月 1日に施行される改正不動産登記

法 70 条の 2により、法人解散後 30 年が

経過し、かつ、債務の弁済期から 30 年

が経過していて、清算人の所在が不明な

場合の法人を債権者とする抵当権につ

いては、単独申請で抹消できる制度が整

備された。 

 

第第３ 抵当権者との共同申請による抹

消登記（不動産登記法 60 条） 

【問４】通常、抵当権の抹消登記手続はどの

ように行うのか？ 

【答】 

１ 不動産登記法 60 条は、権利に関する

登記の申請について、原則として登記権

利者と登記義務者が共同で行わなけれ

ばならないと定めている（共同申請の原
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則）。 

２ これは、登記官には登記記録・申請人

が提出した申請情報・添付情報のみを資

料として登記の可否を審査するという

形式的審査権しか認められていないた

め、登記権利者と登記義務者の共同申請

とすることによって、できる限り虚偽の

登記申請を防止する趣旨である。 

３ 抵当権者が自然人である場合には、抵

当権者の所在を調査し、すでに死亡して

いる場合には、その相続人を調査して、

相続人全員の協力を得て抹消登記手続

を行うことになる。 

４ また、抵当権者が法人である場合に

は、法人登記簿を取得して代表者や清算

人の所在を調査した上で、抹消登記手続

への協力を求めることとなる。 

 

第第４ 訴訟による抹消手続（不動産登記

法 63 条 1 項） 

【問５】訴訟により休眠抵当権の抹消を行う

のはどのような場合か？ 

【答】 

１ 不動産登記法 63 条 1 項は、「申請を

共同してしなければならない者の一方

に登記手続をすべきことを命ずる確定

判決による登記は、当該申請を共同して

しなければならない者の他方が単独で

申請することができる。」と定めている。 

２ そこで、登記義務者に対して抵当権等

の抹消登記手続をするよう命じる確定

判決を取得すれば、この判決書を用い

て、登記権利者が単独で抹消登記申請を

行うことができる。 

３ 抵当権者が自然人である場合には、以

下のような場合に訴訟による抹消手続

を検討することになる。 

① 抵当権者やその相続人の所在が判

明しているため、供託による抹消登記

手続等を利用することができず、抹消

登記の共同申請にも協力してもらえ

ない場合 

② 抵当権者の相続人の所在は判明し

ているが、その人数が多いため、共同

申請への協力を求めるよりも判決を

取得する方が簡単な場合 

③ 債権額が高額であるため、供託によ

る抹消手続の利用が困難である場合 

４ また、抵当権者が法人である場合に

は、前述のとおり、登記簿に記載されて

いる限り、供託による抹消登記手続等を

利用することはできない。 

５ そのため、これまでは登記簿上に抵当

権者が記載されているものの、すでに解

散している場合や清算結了している場

合には、訴訟提起を検討せざるを得なか

った。 

６ もっとも、令和 5 年 4 月 1日以降は、

法人解散後 30 年が経過し、かつ、債務

の弁済期から 30 年が経過していて、清

算人の所在が不明な場合の法人を債権

者とする抵当権については、登記権利者

が単独申請で抹消できる制度（改正不動

産登記法 70 条の 2）を利用できること

となった。 

 

【問６】訴訟において消滅時効が完成してい

ることをどのように主張するのか？ 

【答】 

１ 被担保債権が時効消滅していること

を理由として休眠抵当権の抹消を求め

る場合、被担保債権の弁済期がいつであ
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るのかを特定する必要がある。 

２ この点、現在の登記制度では、抵当権

等の被担保債権の弁済期は登記事項で

はないため、登記簿から弁済期を確認す

ることはできない。 

３ これに対して、昭和 39 年の不動産登

記法改正前においては、被担保債権の弁

済期も登記事項とされていた。 

４ 休眠担保権は、その多くが戦前に設定

されたものであるため、閉鎖登記簿を取

得することで弁済期を確認できること

が多い。 

 

第第５ 除権決定（改正不動産登記法 70

条 1 項・3項［改正前 2項］） 

【問７】除権決定による休眠抵当権の抹消と

はどのような手続か？ 

【答】 

１ 登記義務者（抵当権者）の所在が知れ

ないため、抹消登記を共同申請すること

ができない場合に、非訟事件手続法に基

づく公示催告を申し立てて除権決定を

得れば、登記権利者が単独で休眠抵当権

の抹消登記ができるという手続である。 

２ もともと除権判決と呼ばれていたが、

平成 15 年 4 月の法改正により公示催告

が決定手続によることとなったため名

称が変更となった。 

３ この改正前は、公示催告期間が最低 6

か月と定められていたが、迅速な権利行

使が阻害されるとの理由で、改正後は最

低 2 か月とされた（非訟事件手続法 103

条）。 

４ なお、管轄裁判所は、公示催告に係る

権利を有する者（登記義務者）の住所地

を管轄する簡易裁判所である。 

 

【問８】休眠抵当権の抹消登記を行うために

公示催告を申し立てるためには、どのような

要件を満たす必要があるか？ 

【答】 

１ 以下の要件が必要である。 

① 抹消を求める登記について申立人

が権利者であること 

② 抹消を求める登記に係る権利が実

体上、不存在または消滅していること 

③ 抹消を求める登記の義務者の所在

が不明であること 

２ なお、抹消を求める登記に係る権利が

実体法上、不存在又は消滅していること

については、疎明では足りず証明を要す

ると解されている。 

 

【問９】実務上、休眠抵当権の抹消登記をす

るために公示催告を利用する例が少ないのは

なぜか？ 

【答】 

１ 催告期間が最低 2か月、また、公示催

告の公告後も除権決定が出るまでに権

利の届出期間として最低 2 か月の期間

が必要であり、通常、申立てから除権決

定が出るまでに半年程度の期間がかか

るため、実務的にはあまり利用されてい

ない。 

２ また、被担保債権の消滅時効を理由と

して抵当権の抹消を求める場合、時効期

間が完成していることだけでなく、登記

義務者に対して時効の援用をした事実

についても証明する必要がある、 

３ しかし、公示催告手続の中では時効援

用の意思表示をすることができない（公

示催告の申立書をもって時効援用の意
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思表示に代えることはできない）と解さ

れている。 

４ そのため、このような場合には、あら

かじめ時効援用の意思表示の公示送達

の申立てを行い、裁判所の掲示板等に掲

載されて 2週間が経過した後に、改めて

公示催告の申立てを行う必要がある。 

５ このように、後述の供託による抹消登

記と比較して、手続に相当の期間を要す

ることから、実務的にはあまり利用され

ていない。 

 

第第６ 弁済証書等を用いた休眠抵当権

の抹消登記（不動産登記法 70 条 4

項［改正前 3項］前段） 

【問１０】弁済証書等を用いた抹消登記とは

どのような手続か？ 

【答】 

 登記義務者（抵当権者）の所在が知れな

いため、共同で抹消登記ができない場合、

抵当権等の登記の抹消を求める登記権利

者が、登記申請の際に以下の資料を添付す

ることで、抹消登記の単独申請をすること

ができる手続である（改正不動産登記法 70

条 4 項［改正前 3 項］前段）。 

① 債権証書（金銭消費貸借契約書等） 

② 被担保債権及び最後の2年分の利息そ

の他の定期金（債務不履行により生じた

損害を含む。）の完全な弁済があったこ

とを証する情報（領収書等）。 

③ 登記義務者（抵当権者）の所在が知れ

ないことを証する情報 

 

【問１１】実務上、弁済証書等を用いた抹消

登記の手続があまり利用されていないのはな

ぜか？ 

【答】 

１ 上記のとおり、この手続を利用する場

合には、債権証書と領収書等の受取証書

を添付しなければならない。 

２ しかし、休眠抵当権の場合、抵当権の

設定から長期間が経過しており、債権証

書や完全な弁済があったことを証明す

る領収書等が残っていることは非常に

稀である。 

３ また、抵当権者の所在が不明となった

後に、債権者不確知を理由として弁済供

託した際の供託書は、「完全な弁済があ

ったことを証する情報」として利用する

ことができない。 

４ したがって、休眠抵当権の抹消のため

に必要な書類を用意することが現実的

に困難であるため、この手続は実務上あ

まり利用されていない。 

 

第７ 供託による抵当権抹消の単独申

請（改正不動産登記法 70 条 4 項［改

正前 3 項］後段） 

【問１２】供託による抵当権抹消の単独申請

とはどのような手続か？ 

【答】 

１ 判決や除権決定を得ることなく、また

弁済証書等がない場合でも簡便に担保

権を抹消できる方法として、昭和 63 年

の不動産登記法改正によって新設され

たのが供託による担保権抹消手続（改正

不動産登記法 70 条 4 項［改正前 3 項］

後段）である。 

２ 従来から、共同申請による担保権の抹

消登記ができない場合であっても、前述

した除権決定や弁済証書等を用いて登

記権利者が単独で抹消登記申請ができ
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る特例が認められていた。 

３ しかし、これらの特例を利用するため

に必要な書類を用意することが現実的

に困難であったこともあり、実際にはほ

とんど利用されていなかった。 

４ そこで、休眠担保権の抹消を促進する

ために、昭和 63 年の不動産法改正によ

り、この供託による担保権抹消の手続が

創設された。 

 

【問１３】供託による抹消手続の要件は？ 

【答】 

 供託による抹消手続を利用するための

要件は以下のとおり。 

① 先取特権、質権（元本確定後の根質権

を含む。）、抵当権（元本確定後の根抵

当権を含む。）に関する登記の抹消を申

請する場合であること 

② 登記義務者の行方が知れないため共

同申請による登記の抹消ができないこ

と 

③ 債権の弁済期から 20 年が経過したこ

と 

④ 債権の弁済期から 20 年を経過した後

に、被担保債権・利息・債務の不履行に

よって生じた損害の全額に相当する金

銭を供託したこと 

 

【問１４】弁済供託の手続はどのように行う

か？ 

【答】 

１ 弁済供託とは、債務者が債権者のため

に弁済の目的物を供託所（金銭債務の場

合は法務局）に寄託することにより、一

方的に債務を消滅させることをいう（民

法 494 条 1項）。 

２ 債務者が弁済供託をすることができ

るのは、以下の場合である。 

① 債権者の受領拒絶（民法 494 条 1項

1 号） 

② 債権者の受領不能（民法 494 条 1項

2 号） 

③ 債権者の確知不能（民法 494条2項） 

３ 担保権抹消のための供託についても、

この弁済供託の規定が適用される。 

４ 上記の供託原因のうち、担保権抹消の

ための供託において用いられるのは、②

債権者の受領不能（債権者が行方不明で

ある場合）と③債権者の確知不能（債権

者が死亡していることは判明している

が、相続人が不明な場合等）の２つであ

る。 

５ ただし、担保権抹消のための供託にお

いては、通常の弁済供託の場合とは供託

金額が異なることに注意が必要である。 

1) 通常の弁済供託では、供託時点で実

際に残っている債務額に相当する金

銭を供託する。 

2) これに対して、担保権抹消のための

供託の場合には、供託時点で実際に残

っている債務額ではなく、登記簿に記

載されている被担保債権額・利息・損

害金の合計額に相当する金銭を供託

しなければならない。 

3) 休眠担保権が設定されている場合、

供託時点の残債務額を確定すること

はできないのが通常と思われるが、仮

に供託時までの弁済額を前提に残債

務額を確定することができたとして

も、登記簿に記載されている債権額・

利息・損害金の合計額に相当する金銭

を供託しないと、担保権抹消のための
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供託とは認められない。 

６ なお、休眠抵当権の多くは戦前（明治

時代～昭和初期）に設定されており、被

担保債権額は数百円程度のことが多い。 

７ 当然、抵当権設定時と現在とでは貨幣

価値は大きく異なるが、供託する場合に

は、現在の貨幣価値に引き直す必要はな

く、登記簿に記載された額面通りの金額

を供託すればよい。 

 

【問１５】抵当権者が死亡している場合、抵

当権抹消登記を申請する前提として、相続登

記が必要となるか？ 

【答】 

１ 通常、抵当権者が死亡し、その後に債

務が弁済されて抵当権の抹消原因が生

じた場合、抵当権について相続による移

転登記をした上で抹消登記を申請しな

ければならないとされている（昭和 32

年 12 月 27 日民甲 2440 号回答。なお、

弁済後に抵当権者が死亡して相続が発

生した場合には、抵当権について移転登

記は不要とされている。）。 

２ この考え方によれば、抵当権者（登記

義務者）が死亡し、相続人が判明してい

るものの所在が不明であるため、供託に

よる抵当権抹消の手続を利用する場合

も、抵当権者の相続開始後に抵当権の抹

消原因が生じるため、まずは抵当権につ

いて相続による移転登記をした上で、抹

消登記を申請しなければならないとも

考えられる。 

３ しかし、この場合には、そもそも相続

人の所在が不明であり、抵当権について

相続による移転登記をさせることがで

きないため、移転登記は不要とされてい

る。 

４ したがって、この場合には相続による

移転登記をすることなく、抹消登記だけ

を申請することができる。 

 

【問１６】抵当権者（登記義務者）が複数で、

その全員の所在が不明の場合、どのような手

続になるのか？ 

【答】 

１ 金銭債権は可分債権であるため、抵当

権者が複数で、その全員の所在が不明の

場合には、各抵当権者に対して、それぞ

れの持分に応じた金額を供託しなけれ

ばならない。 

２ すなわち、複数の抵当権者に対する供

託をまとめて１件で行ったり、抵当権者

の中から代表者を選んで、その代表者を

被供託者として供託することは認めら

れない（ただし、抵当権者の相続人が何

人いるかを特定することができない場

合については後述。）。 

３ なお、抵当権抹消登記申請について

は、「登記義務者Ｘ、Ｙ」などとしてま

とめて申請することができる。 

 

【問１７】抵当権者（登記義務者）が複数で、

そのうち一部の者のみ所在が不明の場合、ど

のような手続になるのか？ 

【答】 

１ 抵当権者が複数で、その一部の者につ

いてのみ所在が不明の場合、所在が不明

となっている抵当権者についてのみ、供

託による抹消登記の手続を利用するこ

とができる。 

２ そのため、所在不明の抵当権者の持分

に応じた債権額・利息・損害金を供託す
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るとともに、所在が判明している抵当権

者と共同して又は判決を得て、抵当権の

抹消登記を申請する必要がある。 

３ つまり、この場合には、所在が判明し

ている抵当権者から協力を得られなか

ったとしても、この抵当権者に対する供

託をした上で抹消登記を申請すること

はできない。したがって、共同申請に応

じてもらえなければ、訴訟を提起して判

決を取得する必要がある。 

 

【問１８】抵当権者（登記義務者）が死亡し

ていることは確認できたが、戸籍の保管期限

が経過してしまっており、相続人を特定する

ことができない場合は、どのような手続にな

るのか？ 

【答】 

１ 戸籍に記載された者が全て除籍され

た年の翌年から 150年が経過すると、除

籍謄本は廃棄されてしまう（戸籍法施行

規則 5 条 4項）。 

２ そのため、古い休眠抵当権の場合、抵

当権者が死亡していること自体は確認

できても、相続調査を行うことができ

ず、相続人を確定することができない場

合がある。 

３ 過去に当事務所で扱った事例では、登

記簿に記載された抵当権者の相続人の

うち一部の者は特定することができた

が、その他の相続人については、除籍謄

本の保存期間が経過しているため特定

できず、そもそも相続人が何人いるのか

を特定することができなかった。 

４ 前記【問１７】のとおり、本来であれ

ば、抵当権者が複数おり、その一部の者

のみ所在が不明の場合には、所在不明の

抵当権者についてのみ供託が認められ、

所在が判明している抵当権者について

供託することはできないのが原則であ

る。 

５ しかし、本事例では、共同相続人が全

部で何人いるか特定できない結果、各相

続人の持分を確定することができない

ため、そもそも誰にいくら弁済をすれば

よいのかを計算することができないこ

とになる。 

６ そこで、法務局に対して、「相続人不

確知」と説明し、債権・利息・損害金の

全額を一括して（判明している相続人の

分も含めて）供託して、抹消登記を行っ

た。 

７ ただし、登記官によってはこのような

処理を認めてくれない可能性もあるの

で、上記方法で一括して供託することが

できるのか、供託後に抹消登記申請を受

け付けてもらえるのか、事前に登記官と

相談して内諾を得ておく必要がある。 

 

第第８ 解散・清算結了した法人名義の休

眠抵当権の抹消方法（解散から 30

年以上が経過していない場合） 

【問１９】すでに解散したり、清算が結了し

ている法人名義の休眠抵当権が残っている場

合、この登記を抹消するためにはどのような

方法があるか？ 

【答】 

１ 前述のとおり、法人の場合における

「所在が知れない」とは、法人登記簿又

は法人閉鎖登記簿に記載されていない

場合をいうため、すでに解散していた

り、清算結了している法人であっても、

登記簿に記載されている以上は、「所在
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不明」とはいえず、供託による抹消手続

等を利用することはできない。 

２ そのため、このような場合には、まず

清算人の所在を調査し、清算人が生存し

ていれば、抹消登記への協力を求めて共

同申請を行うことになる。 

３ これに対して、すでに清算人が死亡し

ている場合には、以下のいずれかの方法

を採ることになる。 

① 利害関係人として裁判所に清算人

の選任を申し立てて、選任された清算

人に協力を求めて抹消登記の共同申

請を行う（または清算人を選任した上

で訴訟を提起して判決を取得して抹

消登記を行う） 

② 抵当権の抹消登記手続を求める訴

訟を提起するとともに、特別代理人の

選任を求める。 

４ 文献においては、休眠抵当権のように

被担保債権が時効消滅していることが

明らかである場合には、わざわざ訴訟を

提起しなくても、清算人の協力を得て共

同申請による抹消登記を行うことが可

能であり、その方が費用も手間もかから

ないと説明されているものもある。 

５ ただ、清算人の選任に当たっては、特

定の業務のみを行う、いわゆる「スポッ

ト清算人」であっても、清算人として就

任している間に他の業務が生じてしま

う可能性があるため、裁判所からは、最

低でも 30万円～50万円程度の予納金を

求められることが多い。 

６ これに対して、消滅時効によって被担

保債権が消滅したことを理由とする抵

当権の抹消登記手続を求める訴訟であ

れば、数万円程度の費用で特別代理人を

選任してもらえるケースもあるようで

ある。 

７ そのため、いずれの手続を採るべきか

については、裁判所・依頼者と相談の上

で、費用等を考慮して検討する必要があ

る。 

 

第第９ 解散・清算結了した法人名義の休

眠抵当権の抹消方法（解散から 30

年以上が経過している場合） 

【問２０】改正不動産登記法70条の2により、

解散した法人の古い担保権について、土

地所有者等が単独で抹消登記手続を申

請することができるのはどのような場

合か？ 

【答】 

以下の要件を満たした場合である。 

① 解散した法人を権利者とする担保権

（抵当権・質権・先取特権）が登記され

ていること 

② 清算人の所在が不明であること 

③ 被担保債権の弁済期から 30 年が経過

し、かつ、法人の解散から 30 年が経過

していること 

 

【問２１】清算人の所在調査は、どの程度の

調査が必要か？ 

【答】 

１ 現地調査までは必要とされず、商業登

記上の住所における住民票の登録の有

無やその住所を本籍地とする戸籍や戸

籍の附票の有無、その住所に宛てた郵便

物の到達の有無等を調査し、転居先が判

明するのであればこれを追跡して調査

すれば足りるものとされた。 

２ 弁済期の到来及び法人の解散から 30



- 10 -

年が経過している場合には、そもそも被

担保債権が消滅している蓋然性が高く、

清算人の所在調査は上記の程度で足り

ると考えられたためである（法務省法制

審議会民法・不動産登記法部会第 15 回

資料 35（以下「部会資料 35」という。）

8 頁）。 

 

【問２２】被担保債権の弁済期が不明な場合

は、弁済期の到来から 30 年の期間をどのよう

に考えたらよいか？ 

【答】 

１ 弁済期の特定については、「被担保債

権の弁済期が登記されていない場合に

は債権成立の日等を弁済期とする考え

方」（昭和 63 年 7 月 1 日付け法務省民

三第 3499 号民事局第三課長依命通知）

に従ってよいというのが、改正法検討部

会の考え方であり（部会資料 35・8 頁、

民法・不動産登記法（所有者不明土地関

係）等の改正に関する中間試案の補足説

明 209 頁）、パブリックコメントにおい

ても、この見解に反対する意見はなかっ

た。 

２ 上記法務省民事局三課の通知は、弁済

期から 20 年が経過している場合に、被

担保債権相当額等を供託することによ

って、所有者等が単独で抹消登記申請可

能と定める不動産登記法 70 条 4 項［改

正前 3 項］後段の解釈運用にあたり、こ

の 20 年の期間の経過について登記上起

算点が不明である場合には、その起算点

を債権成立時と考えてよいと認めたも

のである。 

３ そして、改正不動産登記法 70 条の 2

における 30 年の期間経過についても、

これと同じように考えてよいとされて

いる。 

以上 


